
29.7%

26.9%

23.3%

31.3%

28.4%

23.0%

10.7%

11.3%

8.0%

7.4%

BtoB

BtoC
（n=1,304）

（n=627）27.7% 28.7% 24.8%

11.1%

7.6%経理方式の変更

準備が必要かわからない

準備を始めようと思うが、何から取り組めばいいかわからない

専門家等に相談を始めているが、準備には取り掛かっていない

専門家等に相談し、準備を始めている

準備は完了している

（n=1,955）

37.1%

33.8%

33.4%

27.0%

17.6%

16.9%

13.8%

24.9%

1.7%

値札、価格表示などの変更

経理事務の負担増

制度の理解、従業員への教育

レジの入替、社内システムの改

修

資金繰りが複雑化

特に課題は無い

消費者や取引先からのクレー

ム対応

何が問題かわからない

その他（n=3,152）

2018年９月28日

【調査概要】

○調査対象

 各地商工会議所管内の会員企業

○回答事業者数

 3,277件（回収率86.8％）

○調査期間

 2018年６月27日（水）～８月３日（金）

○調査方法

 経営指導員等によるヒアリング調査

※各データは端数処理（四捨五入）の関係で、合計値が

100％とならない場合がある。

○取引形態

【回答企業の属性】

○業種

売上高 件数 ％

１千万円以下 1,095
（1,067）

33.7%
（33.8%）

１千万円超～５千万円以下 1,451
（1,353）

44.6%
（42.8%）

５千万円超～１億円以下 269
（266）

8.3%
（8.4%）

１億円超 438
（472）

13.5%
（14.9%）

取引形態 件数 ％

対事業者取引（BtoB） 890
（983）

27.6%
（31.2%）

対消費者取引（BtoC） 2,337
（2,171）

72.4%
（68.8%）

業種 件数 ％

製造業
385

（379）
11.8%

（12.0%）

建設業
164

（233）
5.0%

（7.4%）

卸売業
196

（216）
6.0%

（6.9%）

小売業
1,013

（1,039）
31.0%

（33.0%）

サービス業
389

（489）
11.9%

（15.5%）

飲食業
1,045
（693）

32.0%
（22.0%）

印刷・出版業
26

（39）
0.8%

（1.2%）

その他
47

（65）
1.4%

（2.1%）

○売上高

（）内は前回調査結果

（n=3,227）

（n=3,253）

（n=3,265）

課税選択 件数 ％

本則課税事業者
1,218
（1,204）

38.2%
（38.9%）

簡易課税事業者
933

（921）

29.3%
（29.7%）

免税事業者
1,037
（974）

32.5%
（31.4%）

（n=3,188）○課税選択

 ６割以上の事業者が「転嫁できる」見込み。前回（2016年７月）調査時の転嫁状況と比較すると、「転嫁できる」と見込む事業

者の割合が高い。〔図1-1〕

 取引形態別では、「転嫁できる」割合は、「ＢtoＢ事業者」で約７割。対して、「ＢtoＣ事業者」では約６割。〔図1-2〕

 売上高別（ＢtoＣ事業者）では、「転嫁できる」と回答した割合は、「１千万円以下の事業者」で約５割。小規模な事業者ほど

価格転嫁が難しい傾向がある。〔図1-3〕

（１）消費税引上げ後の価格転嫁の見込み

63.7% 25.5% 10.8%
消費税転嫁の見込み

（2018年７月調査）

転嫁できる 一部転嫁できない 全く転嫁できない

（n=3,158）

61.3% 26.6% 12.1%
消費税転嫁の状況

（2016年７月調査）

転嫁できた 一部転嫁できなかった 全く転嫁できていない

（n=3,117）

１．消費税引上げ、価格転嫁について

全ての商品・サービ

スの価格を一律２％

引き上げる
46.2%

商品・サービスご

とにメリハリをつけ

た価格設定をする
19.0%

一律転嫁できない

ので一部の価格を

据え置く
22.6%

全て商品・サービス

の価格を据え置く
9.7%

駆け込み需要期

に価格を引上げ、

反動減期に価格を

下げる

0.6%

その他
1.9%

（n=3,187）

（３）消費税引上げ後の価格設定方法

 「全ての商品・サービスの価格を一律２％引き上げる」が約５割

と最も多かった。

２．軽減税率制度について

〔図1-1〕全体

〔図1-2〕取引形態別

〔図1-3〕売上高別（ＢｔｏＣ事業者）

71.9%

60.6%

21.5%

27.2%

6.5%

12.1%

BtoB

BtoC

転嫁できる 一部転嫁できない 全く転嫁できない

（n=859）

（n=2,256）

（４）価格転嫁対策に関する政府への要望（複数回答）

 「税率引上げの趣旨や、価格転嫁の仕組みについて、国民・事業

者への周知」が５割以上と最も多かった。

47.6%

31.5%

23.9%

16.8%

12.9%

10.5%

3.0%

5.9%

税率引上げの趣旨や、価格転嫁の仕組みを、

国民・事業者へ周知

消費マインドを引上げる景気対策

適正な利益を確保するための値上げは

便乗値上げに該当しない旨の周知

資金繰りなど金融支援の強化

過度な価格競争の抑制（消費税還元セールの禁止等）

消費税の転嫁拒否等の行為の取締りの強化

外税表示の恒久化

中小企業の転嫁カルテル、表示カルテルの容認

その他

52.4%

（n=3,171）

約８割の事業者が準備に取り掛かっていない。一方、約３割の事業者が「準備
が必要かわからない」と回答しているが、前回調査(2016年7月)では、経理方式
等について「変更しなければいけないことを知らない」との回答が約47％を占

めており、準備の必要性への認識が約20ポイント向上している。〔図2-1〕

小規模な事業者において特に準備が進んでいない。〔図2-2〕

「ＢtoＣ事業者」は、準備の必要性は認識しているものの、「何から取り
組めばいいかわからない」が多かった。〔図2-3〕

（１）軽減税率の準備状況 （２）軽減税率導入の課題（複数回答）

 「値札、価格表示などの変更」が最も多く、続い

て「経理事務の負担増」、「制度の理解、従業員

の教育」と続いている。

〔図2-1〕全体

〔図2-2〕売上高別・経理方式変更への準備状況

32.0%

25.8%

14.9%

32.8%

24.6%

19.7%

19.9%

30.7%

37.0%

8.4%

12.7%

18.2%

7.0%

6.1%

10.1%

5千万円以下

5千万円超～1億円以下

1億円超

（n=244）

（n=1,380）

（n=395）

〔図2-3〕取引形態別・経理方式変更への準備状況

「中小企業における消費税の価格転嫁および軽減税率の準備状況等に関する実態調査」 （第５回）
結果概要

52.7%

64.9%

70.8%

67.2%

29.8%

25.9%

20.8%

27.0%

17.4%

9.2%

8.4%

5.7%

1千万円以下

1千万円超～5

千万円以下

5千万円超～1

億円以下

1億円超

転嫁できる 一部転嫁できない 全く転嫁できない

（n=878）

（n=1,037）

（n=154）

（n=174）

（２）消費税率が10月に引上げられることにより予想される問題点（自由記述）

（主な意見）
・年末年始商戦の時期に買い控えが起きて売上が減少する
・年末の繁忙期の時期に対応が必要になるため負担が重い
・期中の変更となるので経理事務が複雑になる

・個人事業主なので確定申告時期が近く苦労しそう
・10月の引上げはこれまでに例がないため準備が遅れそう。
消費者も混乱するのではないか

※前回の調査（2016年７月）では「変更しなければいけないことを知らない」との回答
は約47％。前回調査と比較して、準備の必要性への認識が約20ポイント向上。

準備に取り掛かっていない＝81.2％

http://www.jcci.or.jp/
http://www.jcci.or.jp/


60.5%

41.3%

39.5%

35.1% 23.6%

現在の価格表示

軽減税率導入後の

価格表示（予定）

総額表示 外税表示 わからない

（n=1,008）

（n=865）

３．軽減税率導入後の価格表示について

４．経理事務負担の状況について

課税事業者

になる予定
8.4% 経過措置後

になる予定
10.4%

要請があれ

ば課税事業

者になる予定
9.2%

課税事業者に

なる予定はない
50.4%

廃業を検討する
9.2%

その他
12.5%

（n=969）

免税事業者との取

引は一切行わない
7.3%

一部を除いて取引

は一切行わない
2.8%

経過措置の間、

取引を行う予定
6.7%

取引を行うか否

かの判断はしな

い
18.5%

まだわか

らない
59.8%

その他
4.9%

（n=2,006）

 軽減税率導入後の価格表示（予定）は、「総額表示」を選択する事業者が約20ポ

イント減少している。

 事業者は消費者に対する価格のわかりやすさ、売上への影響等から、「総額表示

を外税表示に変更する」等価格表示について検討していると考えられる。

（１）軽減税率導入後の価格表示（予定）
（調査対象：軽減税率対象品を取り扱っており、「テイクアウト」と「店内飲食」が発生する事業者）

両方の税込価格を

併記
32.6%

注意書きを掲示して片

方の税込価格を表示
13.0%

両方の税込価格を統一
32.1%

別のメニューに

する
11.1%

その他
11.1%

（n=576）

両方の消費税額を

併記
23.6%

注意書きを掲

示して片方の

消費税額を表

示
10.7%

注意書きを掲示して

税抜価格のみを表示
45.5%

別のメニュー

にする
12.9%

その他
7.3%

 「総額表示」を選択する事業者の「テイクアウト」と「店内飲食」が発生する場

合の価格表示は、「両方の税込み価格を併記」が最も多く、続いて「両方の税込

み価格を統一」が多かった。

（２）軽減税率導入後の事業者（総額表示を選択）の価格表示
（調査対象：軽減税率対象品を取り扱っており、「テイクアウト」と「店内飲食」が発生する事業者）

 「外税表示」を選択する事業者の「テイクアウト」と「店内飲食」が発生する場合

の価格表示では、「注意書きを提示して税抜価格を表示」が最も多く、続いて「両

方の消費税額を併記」が多かった。

（３）軽減税率導入後の事業者（外税表示を選択）の価格表示
（調査対象：軽減税率対象品を取り扱っており、「テイクアウト」と「店内飲食」が発生する事業者）

（n=356）

５．インボイス制度導入後の対応について

91.6%

80.5%

63.9%

34.2%

7.0%

16.6%

27.0%

30.7%

1.0%

2.2%

6.5%

15.9%

0.3%

0.7%

2.7%

19.0%

1千万円以下

1千万円超～5千万円以下

5千万円超～1億円以下

1億円超

１人 ２人 ３人 ４人以上

（n=263）

（n=1,407）

（n=427）

（n=1,052）

 「売上高５千万円超１億円以下」の約６割、「売上高１億円超」でも約３割の事業者

は経理事務に１人で従事している。

（３）経理事務に従事している人数（売上高別）

 「売上高１千万円以下」では約５割が手書きで帳簿等を作成している。

 売上高に比例して市販の業務ソフトウェアを利用している割合が上昇。

（２）経理事務のＩＴ化状況（売上高別）

50.8%

38.1%

21.8%

12.3%

9.3%

9.0%

10.6%

7.2%

37.7%

50.2%

59.9%

61.6%

2.1%

2.7%

7.7%

18.8%

1千万円以下

1千万円超～5千万円以下

5千万円超～1億円以下

1億円超

手書き Ｅｘｃｅｌ等の表計算ソフト

市販の業務用ソフトウェア その他（独自開発のソフト等）

（n=142）

（n=801）

（n=276）

（n=653）

 課税事業者の免税事業者からの仕入についての対応では、「まだわからない」

が約６割。〔図１〕

 免税事業者の対応では、「課税事業者になる予定はない」が約５割。「廃業を

検討する」が約１割となっている。 〔図２〕

課税事業者の免税事業者からの仕入について〔図１〕

免税事業者の対応について〔図２〕

 「売上高１千万円以下」では約４割が経理事務を「すべて社内で対

応」しており、半数近くが税理士等外部専門家の関与がない。

 売上高が大きくなるほど、税理士等外部専門家が経理事務に関与し

ている割合が増加する。

（１）経理事務の外部依頼状況（売上高別）

52.8%

68.2%

86.3%

96.5%

37.1%

24.6%

11.5%

2.9%

10.1%

7.2%

2.2%

0.6%

1千万円以下

1千万円超～5千万円以下

5千万円超～1億円以下

1億円超

税理士等外部へ経理事務の一部を依頼

全て社内対応

その他（商工会議所等へ経理事務の一部を依頼）

（n=183）

（n=1,095）

（n=311）

（n=844）

税理士等外部専
門家の関与なし

税理士等外部専
門家の関与あり


